
平成２３年度

決 算 に 関 す る 書 類

平成２３年 ４月 １日から

平成２４年 ３月３１日まで



事 業 概 要

当公社は、国及び県の住宅政策に基づき、平成２３年度において、分譲宅地の販売事業、賃貸

住宅等の管理経営事業、並びに県営住宅等の管理受託事業、その他事業を下記のとおり実施した。

１．分譲宅地造成事業

諫早市の諫早西部団地の一部先行開発２工区（東－１地区）を、事業費１１億４，８２９

万５，２８１円をもって実施した。

２．分譲用地造成事業

諫早市の諫早西部団地の２工区において、商業用地の造成を事業費２，０６９万４，０４０

円をもって実施した。なお、２４年度も事業を継続中である。

３．受託事業建設事業

大波止ビルの外壁改修工事監理業務他の事業を４，６９８万９，８６８円をもって実施した。

４．事業用土地資産事業

諫早市の諫早西部団地において、用地買収事業等を１億１，３６５万９，７１７円をもっ

て実施した。

〔建設事業等総額〕

。以上、平成２３年度における建設事業等の総額は、１３億２，９６３万８，９０６円である

５．宅地の販売

諫早市の諌早西部団地ほか２団地において、２９，４４６．８２㎡の一般宅地を譲渡価格１

２億６４０万６，０００円をもって販売した。

６．用地の販売

諫早市の諫早西部団地において、５，４６８．３４㎡の代替用地及び都市計画道路用地

を譲渡価格１億３６０万１，７６０円をもって販売した。

〔販売事業総額〕

以上、平成２３年度における販売事業の総額は、１３億１，０００万７，７６０円である。

７．公社賃貸住宅等管理経営事業

公社所有の賃貸住宅８２１戸、西諫早地区センターほか４店舗、チトセピアほか１２ヶ所の

駐車場及び定期借地権土地３１宅地等の管理経営を行い家賃等収入は７億２，３９６万１，９

０７円であった。



８．公共団体住宅等受託管理事業

指定管理者として、長崎市、佐世保市、諫早市、大村市、時津町及び長与町に所在する県営

住宅１２，４３７戸（準公営・特定公共賃貸住宅を含む）及び駐車場１０，１１５区画の維持

管理業務を受託し、受託収入は８億５，９４８万５，７１７円、並びに長崎市と長与町に所在

する県職員住宅６８４戸及び県公舎住宅１２戸の営繕管理業務を受託し、受託収入は３，６４

２万３，０５５円であった。

９．都市再生機構住宅等受託管理事業

諫早市の西諫早地区センター内に所在する住宅７７戸及び駐車場６５区画の管理業務を受託

し、受託収入は５６８万３，０８０円であった。

１０．特定優良賃貸住宅等（民間住宅）受託管理事業

長崎市に所在する高齢者向け優良賃貸住宅等２７戸（公社特別賃貸住宅含む）の管理業務を

受託し、受託収入は８０万２，３９２円であった。

１１．その他の受託事業

富国生命からの割賦債権管理業務ほか１０件の受託を行い、受託収入は６，１９１万１，８

３５円であった。

１２．用地の販売

長崎市のたちばな団地において、旧市営住宅建設予定地を譲渡価格４，７１７万１，００

０円をもって販売した。



円 円

１．

2,518,026,469

52,571,122

574,154,090

553,460,050

20,694,040

－

1,918,749

7,465,457

△ 3,332,703

3,150,803,184

２．

4,884,158,917

4,804,954,888

△ 1,616,491,834

－

2,793,257,566

△ 1,093,927,598

△ 9,386,097

5,751,992

2,626,356,025

1,504,557,399

1,504,557,399

29,683,588

25,182,237

△ 16,186,985

12,448,333

100,300,835

△ 92,060,832

2,979,756

2,979,756

241,305,004

10,048,999

89,000,000

142,256,005

△ 156,477,779

9,132,562,910

12,283,366,094

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

その他の無形固定資産

そ の 他 の 固 定 資 産

長 期 有 価 証 券

関 係 会 社 出 資 等

そ の 他 の 資 産

貸 倒 引 当 金

建 物 等 資 産

減 価 償 却 累 計 額

土 地 資 産

その他の有形固定資産

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

減 損 損 失 累 計 額

長 期 前 払 費 用

事 業 用 土 地 資 産

そ の 他 事 業 資 産

長 期 事 業 未 収 金

有 形 固 定 資 産

賃 貸 事 業 資 産

賃 貸 住 宅 資 産

減 価 償 却 累 計 額

減 損 損 失 累 計 額

賃 貸 施 設 等 資 産

減 価 償 却 累 計 額

そ の 他 事 業 資 産

前 払 金

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

分 譲 事 業 資 産

分 譲 資 産

分 譲 資 産 建 設 工 事

貸　　借　　対　　照　　表　（一般会計）

平成２４年　３月３１日現在

科　　　　　　　　　　　　目 内　　　　　　　　　訳 金　　　　　　　　　額

（　資　産　の　部　）
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３．

224,340,000

1,374,815,001

76,503,659

2,149,143

19,160,473

6,212,331

－

1,703,180,607

４．

4,823,924,514

2,461,473

257,410,772

500,385,610

1,093,127,239

21,319,114

580,182,000

109,044,001

382,582,124

1,869,852,581

8,547,162,189

10,250,342,796

５． 10,000,000

６．

490,200,520

66,540,000

423,660,520

1,532,822,778

2,023,023,298

2,033,023,298

12,283,366,094

資 本 合 計

負 債 及 び 資 本 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

非 償 却 資 産 補 助 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

剰 余 金 合 計

負担金精算損失引当金

そ の 他 の 固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

（　資　本　の　部　）

資 本 金

預 り 保 証 金

繰 延 建 設 補 助 金

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

計 画 修 繕 引 当 金

債 務 保 証 損 失 引 当 金

賞 与 引 当 金

そ の 他 の 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債

長 期 借 入 金

長 期 前 受 金

流 動 負 債

短 期 借 入 金

次期返済長期借入金

未 払 金

前 受 金

預 り 金

科　　　　　　　　　　　　目 内　　　　　　　　　訳 金　　　　　　　　　額

（　負　債　の　部　）
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１．

1,310,007,760

1,206,406,000

103,601,760

－

723,961,907

412,272,063

9,921,600

25,161,491

－

276,606,753

902,394,244

895,908,772

5,683,080

802,392

99,788,521

61,911,835

37,876,686

事　業　収　益　合　計 3,036,152,432

２．

1,087,279,940

912,635,207

174,644,733

－

461,878,435

284,068,288

8,912,100

16,158,791

－

152,739,256

888,338,419

884,298,077

3,334,820

705,522

53,405,886

48,768,261

4,637,625

事　業　原　価　合　計 2,490,902,680

３． 63,734,601

481,515,151事 業 利 益

    科　　　　　　　　　　　　目

至　平成２４年　３月３１日

内　　　　　　　　　訳 金　　　　　　　　　額

そ の 他 の 事 業 収 益

分 譲 事 業 収 益

分 譲 用 地 事 業 収 益

長 期 割 賦 事 業 収 益

一般管理費及び販売費

長 期 割 賦 事 業 原 価

管 理 受 託 住 宅 管 理 事 業 収 益

損　　益　　計　　算　　書　（一般会計）

自　平成２３年　４月　１日

賃 貸施 設等 管理 事業 収益

一般賃貸住宅管理事業収益

事 業 原 価

中高層賃貸住宅管理事業収益

特定優良賃貸住宅管理事業収益

公共団体提携住宅管理事業収益

受 託 事 業 収 益

事 業 収 益

賃 貸 管 理 事 業 収 益

分 譲 施 設 事 業 収 益

分 譲 用 地 事 業 原 価

分 譲 施 設 事 業 原 価

分 譲 宅 地 事 業 収 益

分 譲 事 業 原 価

分 譲 宅 地 事 業 原 価

受 託 事 業 原 価

特定優良賃貸住宅管理事業原価

公共団体提携住宅管理事業原価

都市再生機構住宅管理事業原価

民間特優賃住宅等管理事業原価

公共団体住宅管理事業収益

都市再生機構住宅管理事業収益

民間特優賃住宅等管理事業収益

管 理 受 託 住 宅 管 理 事 業 原 価

そ の 他 の 事 業 原 価

賃 貸施 設等 管理 事業 原価

公共団体住宅管理事業原価

中高層賃貸住宅管理事業原価

賃 貸 管 理 事 業 原 価

一般賃貸住宅管理事業原価



円 円

４．

232,558

7,871,802

8,104,360

５．

35,600,544

162,026,229

197,626,773

291,992,738

６．

－

－

38,051,595

82,923,197

120,974,792

７．

3

－

－

177,068,000

177,068,003

235,899,527

災 害 そ の 他 臨 時 損 失

雑 損 失

特 別 損 失

負担金精算損失引当金繰入

特 別 損 失 合 計

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

経 常 利 益

受 取 利 息

当 期 利 益 （ 損 失 ）

そ の 他 経 常 費 用

    科　　　　　　　　　　　　目 内　　　　　　　　　訳 金　　　　　　　　　額

減 損 損 失

その他経常費用合計

その他経常収益合計

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

雑 収 入

固 定 資 産 除 却 損

特　別　利　益　合　計

計 画 修 繕 引 当 金 戻 入 益

債務保証損失引当金戻入益

支 払 利 息

そ の 他 経 常 収 益



長崎県住宅供給公社

当 期 決 算 額

期　　首　　残　　高 490,200,520

増加高又は減少高 -                 

非償却資産取得に係る補助金受入に係る増加高 -                 

期　　末　　残　　高 490,200,520

期　　首　　残　　高 1,296,923,251

増加高又は減少高 235,899,527

235,899,527

期　　末　　残　　高 1,532,822,778

期　　首　　残　　高 1,787,123,771

増加高又は減少高 235,899,527

期　　末　　残　　高 2,023,023,298

合
　
　
計

剰余金計算書　（一般会計）

自　平成２３年　４月　１日
至　平成２４年　３月３１日

項　　　　　　　　　　　　　目

資
本
剰
余
金

利
益
剰
余
金

当 期 純 利 益
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745,560,343 △ 9,470,143

分譲事業活動による収支 173,370,111 △ 50,680,350

244,413,084 △ 178,366,027

分譲宅地の譲渡による収入 1,192,156,000 47,364,407

分譲宅地事業による支出 △ 947,742,916 △ 3,957,173

△ 71,042,973

分譲用地の譲渡による収入 103,601,760 △ 147,663,386

分譲用地事業による支出 △ 174,644,733 事業資産形成活動による収支 △ 143,202,786

分譲施設の譲渡による収入 － △ 29,543,069

分譲施設事業による支出 － 賃貸事業資産形成の収支 －

325,505,552 その他事業資産の収支 －

225,635,666 事業用土地資産形成の収支 △ 113,659,717

一般賃貸住宅管理事業による収入 402,184,226 有価証券等の取得・償還等による収支 △ 52,000

一般賃貸住宅管理事業による支出 △ 194,709,628 有価証券等の償還等による収入 10,000,000

中高層賃貸住宅管理事業による収入 9,850,800 有価証券等の取得等による支出 △ 10,052,000

中高層賃貸住宅管理事業による支出 △ 5,672,676 その他の投資活動による収支 △ 4,408,600

特定優良賃貸住宅管理事業による収入 22,978,974 有形固定資産形成の収支 △ 4,408,600

特定優良賃貸住宅管理事業による支出 △ 8,996,030 建物（社屋）等建設による収支 －

賃貸施設等管理事業の収支 99,869,886 その他有形固定資産形成による収支 △ 4,408,600

賃貸施設等管理事業による収入 275,841,572 その他の収支 0

賃貸施設等管理事業による支出 △ 175,971,686

管理受託住宅等管理事業の収支 △ 16,741,230 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 622,407,762

公共団体住宅管理事業による収支 △ 20,105,187 事業活動に係る資金の返済による収支 △ 34,661,286

受託管理事業による収入 892,121,427 分譲事業に係る借入金の返済による収入 －

受託管理事業による支出 △ 912,226,614 賃貸監理事業に係る借入金の返済による収入 △ 34,661,286

都市再生機構住宅管理事業による収支 1,623,467 その他の事業に係る借入金の返済による収入 －

受託管理事業による収入 5,683,080 投資活動に係る資金の借入による収支 0

受託管理事業による支出 △ 4,059,613 分譲事業資産形成に係る借入金による収入 －

民間特優賃住宅等管理事業による収支 1,740,490 賃貸管理事業資産形成に係る借入金による収入 －

受託管理事業による収入 2,446,012 その他の事業資産形成に係る借入金による収入 －

受託管理事業による支出 △ 705,522 その他有形固定資産形成に係る借入金による収入 －

その他事業活動による収支 458,535,196 △ 587,746,476

業務受託事業による収支 15,247,589 長期資金借入による収入 －

受託事業による収入 61,908,685 長期資金借入金の返済による支出 △ 587,746,476

受託事業による支出 △ 46,661,096

長期割賦事業による収支 443,287,607 　当期中の資金収支合計 △ 24,510,805

長期割賦事業による収入 445,725,071 　前期繰越金　（現金及び現金同等物） 2,542,537,274

長期割賦事業による支出 △ 2,437,464 　次期繰越金　（現金及び現金同等物） 2,518,026,469

その他の財務活動に係る資金の調達及び返済による収支

賃貸住宅管理事業の収支

長崎県住宅供給公社

分譲事業資産形成の収支

区　　　　　　分

その他の収支

賃貸管理事業活動による収支

区　　　　　　分

投資活動によるキャッシュ・フロー

金　　　　　額

キャッシュ・フロー計算書　（一般会計）

事業活動によるキャッシュ・フロー

住宅宅地分譲事業の収支

販売活動に係る収支

自　平成２３年　４月　１日

至　平成２４年　３月３１日

金　　　　　額

施設等分譲事業の収支

一般管理活動に係る収支

その他経常損益に係る収支

特別損益に係る収支



　　　(1)  満期保有目的債権  　　　(1)  満期保有目的債権  

償却原価法 　同左

　　　(2)  その他の有価証券のうち時価のないもの 　　　(2)  その他の有価証券のうち時価のないもの 

移動平均法による原価法 　同左

　　   個別法による原価法（収益性の低下による簿価切 　同左

　 　下げの方法）による。

　　　(1)  賃貸事業資産  　　　(1)  賃貸事業資産  

建物等資産　・定額法 　同左

　　　　　  ・耐用年数　１７年～５０年

　　　(2)  有形固定資産 　　　(2)  有形固定資産 

建物等資産　・定額法

　　　　　  ・耐用年数　１５年～５０年 　同左

その他の有形固定資産

　　　　　　・定額法

　　　　　  ・耐用年数　　４年～１５年

　　　(3)  無形固定資産 　　　(3)  無形固定資産 

・定額法

・自社利用のソフトウエアは、社内におけ 　同左

 る利用可能期間（５年）による定額法

　　　(1)  貸倒引当金 　　　(1)  貸倒引当金 

     　  賃貸管理事業未収金その他これに準ずる債権の

　　　 貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

　　　 ては貸倒実績率により、また、貸倒懸念債権等の 　同左

　　　 特定債権については個別に回収可能性を検討し、

　　　 回収不能見込額を計上している。

　　　(2)  賞与引当金 　　　(2)  賞与引当金

　　　　 役職員に対して支給する賞与の支出に充てるた 　同左

　　 　め、支給見込額に計上している。

注　　　記　　　事　　　項

１　重 要 な 会 計 方 針

前 年 度

（自 平成２２年４月１日　　至 平成２３年３月３１日）

当 年 度

（自 平成２３年４月１日　　至 平成２４年３月３１日）

　１　有価証券の評価基準及び評価方法 　１　有価証券の評価基準及び評価方法

　２　分譲事業資産の評価基準及び評価方法 　２　分譲事業資産の評価基準及び評価方法

　３　固定資産の減価償却の方法 　３　固定資産の減価償却の方法

　４　引当金の計上基準 　４　引当金の計上基準



　　　(3)  退職給付引当金 　　　(3)  退職給付引当金 

　　　　【簡便法により退職給付費用を計上している】

　　　 　職員の退職給付に備えるため、当期末の自己都 　同左

　　　 合退職による期末要支給額の全額を計上している。

　　　(4)  計画修繕引当金 　　　(4)  計画修繕引当金 

     　  賃貸住宅資産の経年劣化等に対処するために、

　　　 将来の一定期間内に計画的に実施する修繕工事に

　　　 要する費用の計画総額を基礎として計上する。 　同左

　　　 団地別・工事項目別に、計画総額と計画修繕引当

　　　 金の期末残高の差額を、当該一定期間内に均等に

　　　 配分した額を計上している。

　　　(5)  債務保証損失引当金 　　　(5)  債務保証損失引当金 

     　  債務保証の履行により発生する求償債権の回収

　　　 不能による損失に備えるため、一般債務保証額に

　　　 ついては回収不能実績率により、また、債務保証 　同左

　　　 の履行可能性が高い特定の債務保証額に付いては

　　　 個別に回収可能額を検討して、回収不能見込額を

　　　 計上している。

　　　(6)  負担金精算損失引当金 　　　(6)  負担金精算損失引当金 

     　  賃貸資産建設資金の公共団体負担金を現物弁済

　　　 によって精算する際に発生する資産の簿価と負担 　同左

　　　 金額の差額を将来の損失見込額として計上してい

　　　 る。

　　　(1)  分譲事業収益及び費用 　　　(1)  分譲事業収益及び費用

     　  収益は物件の引渡日をもって計上し、費用は発 　同左

　　　 生の事実に基づき計上している。

　　　(2)  賃貸管理事業及びその他事業の収益及び費用 　　　(2)  賃貸管理事業及びその他事業の収益及び費用 

     　  収益は期間または契約等により定められた役務 　同左

　　　 の給付をもって計上し、費用は発生の事実に基づ

　　　 いて計上している。

　　　(3)  その他の収益及び費用 　　　(3)  その他の収益及び費用

     　  収益は実現主義に基づき、費用は発生主義に基 　同左

　　　 づき計上している。

　５　収益及び費用の計上基準 　５　収益及び費用の計上基準

前 年 度 当 年 度

（自 平成２２年４月１日　　至 平成２３年３月３１日） （自 平成２３年４月１日　　至 平成２４年３月３１日）



　　　(1)  分譲資産建設工事及び賃貸資産建設工事 　　　(1)  分譲資産建設工事及び賃貸資産建設工事

     　  分譲資産及び賃貸資産の建設工事に関連する借 　同左

　　　 入金の利息及び特定の販売管理費用で、当該建設

　　　 工事完了までのうち正常な期間内のものは、原価

　　　 に算入している。

　　　〈当期算入額〉　 　　　〈当期算入額〉　

  　　　・賃貸資産建設工事への当期算入額  　179,032円  　　　・賃貸資産建設工事への当期算入額     　  －円

  　　　・分譲資産建設工事への当期算入額 19,465,240円  　　　・分譲資産建設工事への当期算入額 24,108,513円

　　　(2)  事業用土地資産 　　　(2)  事業用土地資産

     　  事業用土地資産取得に関連する借入金の利息で

　　　 当該土地の開発計画策定期間、又は造成工事期間 　同左

　　　 等のうち正常な開発期間内のものは、原価に算入

　　　 している。

　　　〈当期算入額〉　 　　　〈当期算入額〉　

　　　　　　・事業用土地資産への当期算入額　－円 　　　　　　・事業用土地資産への当期算入額　－円

　　 　リース取引に係る会計処理については、「地方住

　　 宅供給公社会計基準」の改訂（平成２０年３月１４ 同左

　　 日）に基づき、ファイナンス・リース取引について

　　 は、原則として通常の売買取引に係る方法に準じて

　　 会計処理を行っている。但し、個々のリース資産に

　　 重要性が乏しいと認められる場合には、通常の賃貸

　　 借取引に係る方法に準じて会計処理を行っている。

　　 　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によ 　同左

　　 っている。

   　１．固定資産の減損については、「地方住宅供給公    　１．　同　左

　　 社に係る減損会計処理基準」を適用している。

　　　 減損にあたっては、資産グループごとに当該資産

　　 グループの回収可能価額を算定し、帳簿価額が回収

　　 可能価額を上回った場合に、帳簿価額を回収可能価

　　 額まで減損し、当該減少額を減損損失として計上し

　　 ている。なお、減損損失累計額については、償却資

　　 産は間接控除、非償却資産は直接控除している。

   　２.　会計上の変更及び誤謬に関する会計処理

　　　　　（会計方針の変更）

　　　　 地方住宅供給公社会計基準の改定（平成２４年３

　　　 月１５日施行）に基づき、本年度から企業会計基準

　　　 第２４号「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会

　　　 計基準および同適用指針」に準じ会計処理を行うこ

　　　 ととしている。

　　 　補助金により取得した賃貸事業資産については、

　　 補助金は固定負債の繰延建設補助金に計上し、対 　同左

　　 応する取得資産は取得原価を基礎に計上している。

　６　建設期間中の支払利息等の原価算入方法 　６　建設期間中の支払利息等の原価算入方法

　９　その他重要な事項 　９　その他重要な事項

１０　補助金により取得した償却資産の計上方法 １０　補助金により取得した償却資産の計上方法

　７　リース取引の処理方法 　７　リース取引の処理方法

　８　消費税等の会計処理方法 　８　消費税等の会計処理方法

前 年 度 当 年 度

（自 平成２２年４月１日　　至 平成２３年３月３１日） （自 平成２３年４月１日　　至 平成２４年３月３１日）



　　 　　預金のペイオフに係る借入金相殺額及び預金 　　 　　預金のペイオフに係る借入金相殺額及び預金

　　 　保険等の限度超過額 　　　 保険等の限度超過額

ペイオフ該当預金なし。 ペイオフ該当預金なし。

　　　(1)  保証債務の内容  　　　(1)  保証債務の内容 

　　 　　民間提携事業に係る土地所有者の住宅金融支 　　 　　民間提携事業に係る土地所有者の住宅金融支

　　 　援機構の保証債務 　　　 援機構の保証債務

　　　(2)  保証債務の額 　　　(2)  保証債務の額

　　　(1)  ファイナンス・リース取引（借手側）  　　　(1)  ファイナンス・リース取引（借手側）  

      　　①　所有権移転ファイナンス・リース取引       　　①　所有権移転ファイナンス・リース取引

償却資産に係るリース取引 償却資産に係るリース取引

・主なリース資産 ： 事務所建物　　 ・主なリース資産 ： 事務所建物　　

・償却方法 ： 定額法　 ・償却方法 ： 定額法　

・耐用年数 ： ８年（リース期間） ・耐用年数 ： ８年（リース期間）

　　　(2)  賃貸借取引による所有権移転外ファイナン  　　　(2)  賃貸借取引による所有権移転外ファイナン  

　　　　　 地方住宅供給公社会計基準におけるリース 　　　　　 地方住宅供給公社会計基準におけるリース

　　　　 取引に係る会計基準の改定（平成２０年４月 　　　　 取引に係る会計基準の改定（平成２０年４月

　　　　 １日施行）以前及び改定以後の所有権移転外 　　　　 １日施行）以前及び改定以後の所有権移転外

　　　　 ファイナンス・リース取引のすべてについて 　　　　 ファイナンス・リース取引のすべてについて

　　　　 通常の貸借取引に係る方法に準じた会計処 　　　　 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

　　　　 理を行っている。 　　　　 理を行っている。

償却資産に係るリース取引 償却資産に係るリース取引

・主なリース資産 ： 車両、複写機　 ・主なリース資産 ： 車両、複写機　

・償却方法 ： 賃貸借取引を準用 ・償却方法 ： 賃貸借取引を準用

・未経過リース料期末残高 ・未経過リース料期末残高

　一年内　 １，６６１，６４４円 　一年内　 １，７９６，５００円

　一年超　 １，１２６，１００円 　一年超　 ４，８３３，２００円

合計 ２，７８７，７４４円 合計 ６，６２９，７００円

１　補 足 情 報

前 年 度

（自 平成２２年４月１日　　至 平成２３年３月３１日） （自 平成２３年４月１日　　至 平成２４年３月３１日）

　　　当　　　　年　　　　度

　Ⅰ　貸借対照表に関する事項 　Ⅰ　貸借対照表に関する事項

　  １　預金のペイオフについて 　  １　預金のペイオフについて

　  ３　リース取引について 　  ３　リース取引について

　　　　※上記の保証債務の額は、債務保証損失引当金

　　　　　として計上した額を控除している。　　　　　として計上した額を控除している。

　  ２　保証債務について 　  ２　保証債務について

　　　　※上記の保証債務の額は、債務保証損失引当金

　　　　 　ス・リース取引（借手側）

　　　　７０２，７４５，４５３円　　　　８６８，６６７，８１０円

　　　　 　ス・リース取引（借手側）



　　　(1)  固定資産売却益の内訳 　　　(1)  固定資産売却益の内訳 

　　　　 　－ 　　 　　　－

　　　(2)  貸倒引当金戻入益の内訳 　　　(2)  貸倒引当金戻入益の内訳 

　　 　　　割賦債権保全引当金戻入益 　　 　　　割賦債権保全貸倒引当金戻入益

　　　　 　４４，２５４，６８４円 　　　　 　７３，９３６，５２８円

　　 　　　割賦利息等貸倒引当金戻入益

　　　　 　　８，０８２，５７１円

　　　　　 家賃等貸倒引当金戻入益 　　 　　　家賃等貸倒引当金戻入益

　　　　　 　２，１４５，２８０円 　　　　　 　　　１６５，１６２円

　　 　　　その他貸倒引当金戻入益 　　 　　　その他貸倒引当金戻入益

　　　　　 　　  ２２９，６８０円 　　　　　 　　  ７３８，９３６円

合計　　   ４６，６２９，６４４円 合計　　   ８２，９２３，１９７円

　　　(3)  引当金戻入益の内訳 

　　 　　　計画修繕引当金戻入益

　　　　　 　　　６１０，０００円

　　 　　　債務保証損失引当金戻入益

　　　　 　８８，０６８，６５６円

合計　　   ８８，６７８，６５６円

　　　(4)  災害その他臨時損失の内訳 　　　(3)  災害その他臨時損失の内訳 

　　 　　　割賦利息等貸倒引当金繰入

　　　　 　　　　３１８，８１３円 －

　　　(5)  減損損失の内訳 　　　(4)  減損損失の内訳 

　　 　　 「地方住宅供給公社会計に係る減損会計処理基 　　 　　 「地方住宅供給公社会計に係る減損会計処理基

　　　　  準」に基づき、賃貸事業資産等の減損損失額を 　　　　  準」に基づき、その他資産の減損損失額を計上

　　　　  計上している。 　　　　  している。

　　　　　 たちばな保有地に係る減損損失 －

　　　　 　  ６，８６９，１００円

前 年 度

（自 平成２２年４月１日　　至 平成２３年３月３１日） （自 平成２３年４月１日　　至 平成２４年３月３１日）

　　　当　　　　年　　　　度

　Ⅱ　損益計算書に関する事項 　Ⅱ　損益計算書に関する事項

　  １　特別損益の主要なものについて 　  １　特別損益の主要なものについて



　　　(6)  固定資産除却損の内訳 　　　(5)  固定資産除却損の内訳 

　　 　　　諫早事務所電話主装置 －

　　　　 　　　　　２３，８５４円

－ －

（注）前年度の補足情報に記載していた前期損益修正勘定に関する事項は、地方住宅供給公社会計基準の改正

　　（平成２４年３月１５日施行）により、前期損益修正勘定が廃止されたため、表示を削除しております。

　  ２　分譲事業資産等の評価損 　  ２　分譲事業資産等の評価損

前 年 度

（自 平成２２年４月１日　　至 平成２３年３月３１日） （自 平成２３年４月１日　　至 平成２４年３月３１日）

　　　当　　　　年　　　　度



（自 平成２２年４月１日　　至 平成２３年３月３１日）

　 ３　賃貸資産等について 　 ３　賃貸資産等について

　　　(1)  賃貸事業資産

　　「地方住宅供給公社に係る減損処理基準及び注解」 　「地方住宅供給公社に係る減損処理基準及び注解」
　　に基づき、減損処理に係る会計処理を行った資産 　に基づき、減損処理に係る会計処理を行った資産

　　の状況は以下のとおりである。 　の状況は以下のとおりである。

減損の兆候 減損の認識 減損の計上 減損の兆候 減損の認識 減損の計上

団地 団地 団地 団地 団地 団地 団地 団地

１９ ２ １ １ １８ １ なし なし

ヶ所 ヶ所 ヶ所 ヶ所 ヶ所 ヶ所 ヶ所 ヶ所

１６ ２ １ １ １６ １ １ なし

ヶ所 ヶ所 ヶ所 ヶ所 ヶ所 ヶ所 ヶ所 ヶ所

３ なし なし なし ３ なし なし なし

資産 資産

種類 前期末残高 当期増減額 当期末残高 種類 前期末残高 当期増減額 当期末残高

円 円 円 円 円 円 円 円

2,566,291,607 -39,687,667 2,526,603,940 2,560,000,000 2,526,603,940 99,752,0852,626,356,0252,612,802,000

円 円 円 円 円 円 円 円

12 115,274,344 -6,869,100 108,405,244 121,266,001 11 108,405,244 -47,171,000 61,234,244 68,187,340

※事業用土地資産の時価は、再建計画における回収計画額を ※事業用土地資産の時価は、再建計画における回収計画額を

　もって計上している。 　もって計上している。

※その他土地については、処分見込額もって計上している。 ※その他土地については、処分見込額もって計上している。

前　　　　　年　　　　　度 当　　　　　年　　　　　度

　　　(2)  事業用土地資産等

種別
資産の
グループ数

賃貸住宅

賃貸施設

そ の 他

減損処理の状況 資産の
グループ数

　　　(1)  賃貸事業資産

減損処理の状況
種別

賃貸住宅

賃貸施設

そ の 他

その他
土　地

（自 平成２３年４月１日　　至 平成２４年３月３１日）

ヶ
所
数

貸借対照表計上額
当期末の時価

事業用
土　地
資　産

１

当期末の時価

事業用
土　地
資　産

その他
土　地

１

　　　(2)  事業用土地資産等

ヶ
所
数

貸借対照表計上額


